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要  旨 

 

高度経済成長期に集中的に整備された港湾施設の多くが設計供用期間を超え，維持補修に要する

コストが増大していることから港湾施設の戦略的な維持管理が求められている．取得した点検診断

データから将来的な劣化状況を簡易に予測・評価するツールとして，部材毎に劣化度の遷移を予測

するマルコフ連鎖モデルが主流であるが，その遷移率は施設周辺の自然条件や利用状況等を反映し，

同種の部材であっても様々に変動する可能性がある．しかし，データの蓄積不足等の要因から，点

検診断データを基に遷移率の変動を分析した事例は限定的である． 

本資料では，係留施設および外郭施設を対象に、維持管理情報データベースに蓄積された点検デー

タを活用して部材毎の遷移率の推定を行い，構造形式や部材による遷移率の違いや，遷移率に変動を

もたらす可能性のある要因として施設諸元との関係を整理する．さらに，推定した遷移率に基づき劣

化度予測を行い，その結果を用いて部材の残存年数の試算を行う． 
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Synopsis 
 

Many port facilities which were constructed during the period of rapid economic growth have now 

exceeded their service life, leading to a significant increase in maintenance and repair costs. Consequently, 

strategic asset management for port facilities is becoming increasingly necessary. Although a Markov chain 
model that predicts the progression of deterioration levels for each component is widely used for roughly 

forecasting and evaluating future degradation based on collected inspection and diagnostic data, the 

transition rates in such models may vary considerably, even among similar components. This variation 
reflects factors such as the natural environmental conditions surrounding the facility and its usage in 

operation. However, due to issues such as insufficient data accumulation, there are only a limited number of 

studies that analyze the variations in transition rates based on inspection and diagnostic data. 
In this paper, we focus on mooring facilities and protective facilities, utilizing inspection data stored in the 

maintenance management information database to estimate the transition rates. We examine differences in 

transition rates based on structural types and component characteristics, as well as the relationships 
between these transition rates and facility information that may influence them. Furthermore, based on the 

estimated transition rates, we conduct deterioration predictions and estimate the remaining service life of 

each component. 
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1. はじめに 

 

1.1 背景と目的 

 近年日本では，高度経済成長期に集中的に整備された

港湾施設の多くが標準的な設計供用期間である50年1)を

超え，維持補修に要するコストが増大していることから

港湾施設の戦略的な維持管理が求められている．国土交

通省港湾局では令和6年2月より「港湾施設の持続可能な

維持管理に向けた検討会」2)を開催し，港湾施設の点検診

断の効率化や新技術を活用したメンテナンス体制の検討

に関する議論を行っている．その一環として，港湾施設

の性能低下度の推移を分析し，現在3年または5年と定め

られている定期点検診断の間隔の見直し等の検討に向け

て検討を行った．しかし，部材毎に行う点検間隔の見直

しを，劣化の総合評価の指標である性能低下度の推移を

基に検討することは容易ではなく，部材毎の点検データ

等のより詳細なデータの分析による検討が必要と指摘さ

れている． 

 港湾施設の戦略的な維持管理を支えるデータベースと

して，維持管理情報データベース（以下，維持管理情報

DB）が平成28年に稼働を開始した．維持管理情報DBでは

施設毎に施設諸元，維持管理情報，点検診断情報を蓄積

している．一部の施設では部材毎の点検診断結果も利用

可能であり，建設年，計画水深，施設延長等の施設諸元

とあわせて分析すれば，実務・学術両面において有用な

知見が得られる可能性がある．日本全国の港湾において

は港湾管理者等による施設の点検診断が日々行われてお

り，実務に資する維持管理情報DBの利活用事例の提示等

を通じて，これらの点検診断データの維持管理情報DBへ
の継続的な登録を促していく必要がある． 

 本研究では，維持管理情報DBに蓄積された部材毎の点

検診断データを利用し，港湾施設の劣化状況の分析を行

う．劣化状況の分析では，港湾施設の劣化予測に標準的

に用いられるマルコフ連鎖モデルの遷移率に着目し，部

材毎に遷移率の推定を行い，構造形式や部材による遷移

率の特徴の分析を行う．推定した遷移率を用いて，港湾

施設の点検間隔設定の参考となる，部材の性能の残存年

数の試算を行う． 
 

1.2 既往研究 

 港湾施設の劣化状況の評価においては，定量的な指標

を用いる手法と，定性的な指標を用いる手法がある．定

量的な指標を用いる手法では，鋼管杭の肉厚3)のような定

量的に測定可能な指標により港湾施設の劣化状況を評価

する．一方，定性的な指標を用いる手法では，あらかじ

め定めた判定基準に基づいて劣化状況をa,b,c,dの4ラン

クの質的変数を用いて表-1.1に示すように対応させ，港

湾施設の劣化状況を評価する．港湾施設の維持管理にお

いては，a,b,c,dの4段階で劣化度を判定する定性的な指標

による劣化度評価が主流であるが，港湾施設が多種多様

な部材から構成されることを反映し，劣化度判定の単位

は部材とその点検診断項目毎に細分化されている4)．劣化

度判定の単位は点検診断ブロックと呼ばれ，例えば重力

式岸壁であればケーソン1函，矢板式岸壁であれば上部工

1スパンが1つの点検診断ブロックに相当する． 
 港湾施設の劣化状況の把握において，取得した点検診

断データを基に将来的な劣化度の推移を予測・評価する

ことは実務上重要である．そのような劣化予測のツール

として，部材の劣化にマルコフ過程の成立を仮定したマ

ルコフ連鎖モデルが主流であり，港湾施設だけではなく，

道路分野等の適用事例5)も知られている．マルコフ過程は，

ある状態から別の状態へ一定の確率で遷移することを表

現した確率モデルであり，港湾施設の劣化予測において

は，ある劣化度からより劣化が進んだ別の劣化度への確

率的な遷移を表現する（図-1.1）．マルコフ連鎖モデル

により劣化度a,b,c,dの遷移を予測する式を式-1に示す． 
 

□□ = □□ ⋅ □□ (式-1) 
 

ここで，□□ = (□□□,  □□□,  □□□,  □□□)□ は初回点検からn年経

過時の劣化度分布，□□ = (□□□,  □□□,  □□□,  □□□)□は初回点検

時の劣化度分布である．□は1年毎の遷移率□□□(□, □ =
□, □,□,□)を並べた遷移確率行列として定義され，式-2の

ように表される．マルコフ連鎖モデルによる標準的な劣

表-1.1 部材の劣化度判定の基準 
 

劣化度 部材の状態 

a 部材の性能が著しく低下している状態 

b 部材の性能が低下している状態 

c 部材の性能低下はないが、変状が発生

している状態 

d 変状が認められない状態 

 

 

図-1.1 マルコフ連鎖モデルによる劣化予測の概念図 
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化予測においては，d→c→b→aのように，劣化が一方向

に進行する状況を扱うため，遷移確率行列□ は下三角行

列となる． 
 

□ = □
□□□ 0 0 0□□□ □□□ 0 0□□□ □□□ □□□ 0□□□ □□□ □□□ □□□

□ (式-2) 

 

マルコフ連鎖モデルによる劣化予測の港湾施設への適

用においては，劣化度判定の単位が部材とその点検診断

項目毎に細分化されていることを踏まえ，部材とその点

検診断項目毎に遷移率を設定する．以降，本検討では特

に断らない限り，単に遷移率といった場合，部材とその

点検診断項目毎の遷移率を指す． 

取得した点検診断データから対象施設の劣化予測を合

理的に行うには，マルコフ連鎖モデルの遷移率を適切に

設定することが重要である．高橋ら6)は，点検診断結果か

ら簡易な計算で近似的に遷移率を推定する手法を紹介し

ている．小牟禮ら7)は，目標とする劣化度分布への適合性

の向上を意図して，劣化度ランクをマルコフ連鎖モデル

の内部でさらに分割し，遷移率の推定を行っている．津

田ら8)は，マルコフ連鎖による劣化度推移を，偶発故障に

よる多段階の劣化度遷移で表現し，各段階のハザード率

から遷移率を推定する手法を提案した．さらに青木ら9)は，

偶発故障に加えて初期故障・消耗故障も表現可能なワイ

ブルハザードモデルを提案した．しかし，劣化予測に用

いられるマルコフ連鎖モデルの遷移率の算出方法には標

準的な手法が無く，状況に応じて様々な方法が適用され

ているのが現状である． 

マルコフ連鎖モデルを用いた港湾施設の劣化予測の応

用として，施設の計画，設計，施工，維持管理，解体・撤

去といった一連の流れにおいて発生する総費用であるラ

イフサイクルコスト（Life Cycle Cost．以下,LCCと表記）

の簡易な算定が可能となる．国土技術政策総合研究所で

は，施設の簡易な劣化予測やLCCの推計において港湾管

理者等を支援することを目的に，独立行政法人 港湾空

港技術研究所（現 国立研究開発法人 海上・港湾・航空

技術研究所 港湾空港技術研究所）と共同でLCC計算プ

ログラムを開発し，平成25年より一般にも利用可能な形

で提供している10)．現行の港湾施設のLCC計算プログラ

ムは，係留施設（桟橋，矢板式係船岸，重力式係船岸），

外郭施設（重力式防波堤，矢板式護岸，重力式護岸），

水域施設（航路・泊地）及び臨港交通施設（臨港道路橋，

臨港道路）に対応している．また，部材毎の点検診断デ

ータがある場合，データを反映した遷移率の設定が可能

である．点検診断データが利用できない場合には表-1.2

に示す参考値を遷移率として用いている． 

港湾施設は施設毎に自然条件，利用状況が異なるため，

同種の部材であっても遷移率が個々の施設において異な

る値を示す可能性がある．複数の施設群に着目して維持

管理を行うアセットマネジメントの観点からは，個々の

施設の遷移率を推定することで，対象とした施設群内の

劣化傾向にどの程度変動があるのか評価することも重要

であると考えられる．古谷ら11)は，係留施設の上部工を

対象に遷移率の個々の施設におけるばらつきを評価し，

遷移率の従う分布の推定を試みている．菅原ら12)は，維

持管理計画書等に収録された点検診断データを収集して

劣化度データ数が約25000となるデータセットを作成し

て遷移率の標準値を推定し，現行のLCC計算プログラム

で設定されている遷移率の参考値との比較を行っている． 

点検診断データから個々の施設の部材とその点検診断

項目毎に遷移率を推定すれば，ある施設群に関して平均

的な劣化傾向に加えて，構造形式や部材の違いによる劣

化傾向の違いや，施設群内で遷移率にどの程度変動があ

るのか検討することが可能となる．しかし，点検診断デ

ータの蓄積不足等の要因から，施設や部材毎に遷移率を

網羅的に算出し，分析した事例は限定的である．そこで

本研究では，維持管理情報DBに蓄積されたデータから，

部材毎に遷移率を推定してその変動を評価し，構造形式

や部材の違いによる劣化傾向の差の分析を試みる． 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

表-1.2 LCC 計算プログラムの遷移率の参考値 
部材 遷移率の参考値

(%) 

上部工（桟橋式） 4.5 

上部工（矢板式） 4.2 

下部工（鋼材） 3.7 

下部工（被覆防食） 6.5 

エプロン 3.8 

消波工 3.3 

渡版 0.9 
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2. 維持管理情報データベースの概要と分析手法 

 

2.1 データベースの開発経緯と登録状況 

港湾施設の維持管理情報DBは，平成28年度から運用が

開始され13)，維持管理計画書等の情報の蓄積に活用され

ている．港湾の施設の点検診断ガイドラインにおいても，

多くの施設を管理するための大量のデータを効率的に扱

うシステムとして維持管理情報DBの活用が推奨されて

おり4)，維持管理計画書や定期点検結果等のデータが蓄積

されている．維持管理情報DBに蓄積されたデータは，①

経過年数・劣化状況別の施設数の把握，②年度毎の点検

や補修工事が必要な施設数の把握，③年度別の補修費の

把握，等の計画的な維持管理の検討の基礎資料として活

用可能である．また，施設の設置者や管理者が入力した

データは，維持管理情報DB上で国土交通省港湾局や港湾

管理者も閲覧可能となるため，被災時における技術的支

援を行う場合等に必要なデータ共有を円滑に行うことが

できる． 

維持管理情報DBでは，維持管理計画書や定期点検結果

等に加えて，一部の施設では部材毎の点検診断データが

利用可能である．維持管理情報DBにおける部材毎の点検

診断データは，データ登録の様式・方法の違いにより，

システムによる機械判読が可能なデータと不可能なデー

タに分類される．前者については，維持管理情報DBを操

作して入力したものや，所定の様式に沿って入力したデ

ータであり，DB内で機械判読可能なデータとして扱われ，

システム内での表示等の操作が可能となる．例えば，維

持管理情報DBでは図-2.1に示すような様式の点検診断

シートを配布しており，この様式に従って記入したデー

タを登録することでデータが機械判読可能な形式でシス

テムに取り込まれ，システム内での表示等の操作が可能

となる．後者については，維持管理計画や点検診断結果

等のデータが，画像やラスタ形式等の文字情報の抽出が

困難なファイルで保存されている場合である．その場合

でも，維持管理情報DBにアップロード・保存することは

可能であるが，システム内での表示等の操作には対応し

ておらず，データを取得するためには各ユーザが手作業

で個々のファイルにアクセスする必要がある． 
本検討で行う部材毎の遷移率の推定にあたり，維持管

理情報DBに登録された施設から，点検診断データを利用

可能な施設の抽出を行った．代表的な施設形式および構

造形式として，係留施設からは杭式桟橋，矢板式岸壁，

重力式岸壁を，外郭施設からは直立式防波堤，混成式防

波堤，直立式護岸，混成式護岸を選定した．以降，特に

断らない限り，防波堤は直立式防波堤および混成式防波

堤を，護岸は直立式護岸および混成式護岸を指す．港湾

施設の維持管理情報DBで登録を確認した施設数を，施設

形式および構造形式毎に表-2.1に示す． 

維持管理情報DBには，部材毎の点検診断データの他に，

施設毎に施設諸元，維持管理情報，点検診断情報が機械

判読可能な形式でシステム上に登録されている．例えば，

施設諸元としては構造形式，建設終了年，施設延長，施

設位置等が，維持管理関連情報としては直近の点検診断

の実施時期，実施内容，総合評価による性能低下度等が

登録可能である．これらは点検診断データとあわせて分

析することで，施設の劣化要因の検討に有用な情報とな

ると考えられる．そこで，本検討で行う部材毎の遷移率

の推定に先立ち，維持管理情報DBにおける施設諸元のデ

表-2.1 維持管理情報 DB における登録施設数（2024 年 12 月 25 日時点） 
 

施設・構造形式 

係留施設 外郭施設 

杭式桟橋 重力式岸壁 矢板式岸壁 直立式防波堤 

混成式防波堤 

直立式護岸 

混成式護岸 

登録施設数 1263 2090 1722 5843 18441 

 

図-2.1 維持管理情報 DB で配布する点検診断シートの様式の例 
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ータの充足率を確認した．特に，係留施設と外郭施設の

施設諸元の登録項目のうち，データの充足率が50%未満

であった項目を表-2.2に示す．その他のすべての項目に

ついては，項目毎のデータ充足率を付録Aに示した．例え

ば係留施設の緯度・経度は港湾施設の設置地域を示すデ

ータであり，施設の劣化要因の分析において重要な情報

と考えられるが，表-2.2に示すように充足率は低く，今

後の維持管理情報DBの利活用の推進にあたっての課題

であると考えられる．なお，付録Aには一般的な係留施設，

外郭施設であればデータを有すると考えられる項目につ

いて，維持管理情報DBの登録データの充足率を示した．

これは，登録データが一部の施設に限定される項目につ

いては，充足率が適切に評価できなくなる可能性がある

ためである．例えば，維持管理情報DBには付帯設備に関

する情報として車両乗降設備の基数を登録することがで

きるが，車両乗降設備を有する係留施設は全体の一部に

限られる．よって，車両乗降設備のように登録データの

存在が一部の施設に限定されると考えられる項目につい

ては，充足率の評価対象から除外した． 

本検討では，マルコフ連鎖モデルにおける遷移率を推

定するために，個々の施設毎に点検診断データが必要と

なる．本検討では，多種多様な部材毎の点検診断データ

を機械的に収集するために，維持管理情報DBのシステム

内に機械判読可能な形式で保存されている点検診断デー

タのみを分析対象とした．部材毎の点検診断データを機

械的に収集可能だった施設数を，施設形式・構造形式毎

に確認した．代表的な例として，杭式桟橋と矢板式岸壁

の部材毎の点検診断データの登録数を表-2.3に示す．な

お，その他のすべての施設形式・構造形式に関する結果

は付録Bに示す．維持管理情報DBで登録を確認できる施

設数に対して，部材毎に差はあるものの，部材毎の点検

診断データが機械判読可能な形式で利用可能な施設数は，

登録施設数の概ね1/10程度に限定されることが分かる．

特に，係留施設の中でも杭式桟橋は部材毎の点検診断デ

ータを保有する施設数が少ない傾向があるが，これは維

持管理情報DBに登録された杭式桟橋の母数が少ないこ

とを反映していると考えられる． 

マルコフ連鎖モデルにおける遷移率の推定に用いる劣

化度データが少ない場合，推定手法によっては数値的に

不安定となる場合がある．本検討においては，劣化度判

定の単位である点検診断ブロック数が少なくなるほど，

劣化度データ数も少なくなる．対象とした各施設の点検

診断ブロック数を部材毎に確認したところ，平均値は

2~11程度であり，特に杭式桟橋の鋼管杭や渡版において

は点検診断ブロック数の平均値が2とかなり小さくなる

傾向が見られた．なお，施設によっては点検診断ブロッ

ク数が100を超えるものも存在するが，点検診断データを

機械判読可能な形式で保存する際，施設毎の点検診断ブ

ロック数の上限は20に設定されている．本検討では，実

際に点検診断で取得された劣化度データの一部を抽出し

て分析対象としたことに留意が必要である．今回分析対

象とした施設形式・構造形式における，部材毎の点検診

断ブロック数の平均値は付録Bに示す（表中，「点検BL

数」）． 
 

2.2 分析対象データ選定における留意点 

 本検討では維持管理情報DBから取得した部材毎の点検

診断データから遷移率を算出するにあたり，あらかじめ

設定した基準を満たす施設のみを分析対象データとして

抽出した．データの抽出基準について，維持管理関連情

報等から補修履歴を確認できる施設は分析対象から除外

した．これは，本検討では港湾施設が主に経年的な要因

により劣化・損傷を呈する状況を想定しているのに対し，

施設の補修は劣化度を回復させることによって人為的に

劣化の進行を抑える効果をもたらすと考えたためである．

表-2.2 充足率が 50%未満となる項目 
施設種類 充足率が 50%未満となる項目 

係留施設 面積（m2）、 

位置情報-緯度、位置情報-経度 

外郭施設 建設開始年度、消波工延長（m） 

 

表-2.3 部材毎の登録施設数（杭式桟橋，矢板式岸壁） 

(a) 杭式桟橋 

部材 点検診断データを保有する施設数 

上部工 25 

エプロン 17（沈下・陥没）、 

8（舗装の劣化、損傷※） 

桟橋法線 24 

鋼管杭 14（鋼材の腐食、亀裂、損傷）、 

6（被覆防食） 

渡版 10 

※「コンクリート又はアスファルトの劣化、損傷」 

 

(b) 矢板式岸壁 

部材 点検診断データを保有する施設数 

上部工 59 

エプロン 71（沈下・陥没）、 

68（舗装の劣化、損傷※） 

岸壁法線 57 

鋼矢板等 39（鋼材の腐食、亀裂、損傷）、 

17（被覆防食） 

※「コンクリート又はアスファルトの劣化、損傷」 
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補修済の施設を分析対象から除外する影響として，現存

する施設群から遷移率が過大な施設に偏ってサンプリン

グされる可能性と，補修が必要な程劣化が進んだ施設を

除外することで遷移率が過小な施設に偏ってサンプリン

グする可能性が考えられる．補修済みの施設を分析対象

から除外した影響として，遷移率の過大評価または過小

評価の両面の可能性があることに留意が必要である． 
維持管理情報DBから取得した部材毎の点検診断デー

タについては，データを保有する施設数が部材によって

異なる場合がある．例えば，係留施設の杭式桟橋におい

て，部材毎のデータを保有する施設数は項目によって異

なり，上部工が25施設に対して鋼管杭（無防食）では14

施設となっている（表-2.3）．原因の一つとして，すべ

ての部材について点検診断データが機械判読可能な形式

で保存されているとは限らず，項目によっては機械判読

可能な形式で保存されたデータが少なくなるためである

と考えられる．また，杭式桟橋の一般定期点検において，

上部工は陸上からの目視で比較的容易に実施可能である

のに対し，鋼管杭（無防食）の点検は海上からの目視が

必要になる等，点検診断の実施の難易度の差によって，

点検診断データの充実度に差が生じている可能性もある．

また，点検診断の実施時に荷さばき地の一部に資材が仮

置きされている場合には当該点検診断ブロックにおいて

点検診断データが得られない等，施設の利用状況によっ

て一部または全ての点検診断ブロックで点検診断データ

が欠損する可能性もある． 

本検討で分析対象とした維持管理情報DB内の部材毎

の点検診断データには，文字データとして劣化度判定の

結果a,b,c,dのいずれかが記録され，データ欠損の場合は”

‐”または空白文字が記録されている．しかし，一部の

施設においては，数値データや明らかに劣化度判定とは

無関係な文字列等，主に記入ミスに由来するものと推察

される不良データが見られた．本検討では，文字データ

として劣化度判定結果a,b,c,dが記録された点検診断デー

タのみを分析対象とし，その他の不良データが入力され

ている場合はその部材に関して点検診断データが欠測し

ているものとみなした．また，一部の施設に関しては維

持管理計画書等を確認したところ，点検診断計画に記載

のない部材が登録されている等の齟齬が見られたため，

そのような施設も分析対象から除外した． 
港湾施設の点検診断対象となる部材とその点検診断項

目については，標準的な名称が港湾施設の点検診断ガイ

ドラインで示されている4)．しかし，維持管理情報DBか
ら取得した部材毎の点検診断データの分析にあたり，一

部の部材とその点検診断項目の名称には記載の揺れが見

られた．記載の揺れの例として，部材名においては係留

施設の矢板式岸壁の「上部工」に対して「上部工」「本

体上部工」「上部工（鉄筋コンクリートの場合）」等が，

点検診断項目名においては「コンクリートの劣化，損傷」

に対して「コンクリートの劣化，損傷」「コンクリート

の劣化損傷」等の記載の揺れが見られた．これは，実務

における点検診断の実施および取得データの整理は基本

的に点検診断ガイドラインを準拠して行われるものの，

現地の施設形式等を反映して独自に設定した点検診断項

目の記録や，過去の点検診断報告書での名称との整合性

の確保等の事情により，点検診断の実施者によって部材

やその点検診断項目の名称に多少の揺れが生じているも

のと考えられる．本検討では，部材とその点検診断項目

の名称の揺れがある場合も，いずれかの標準的な名称に

対応付けて分析を行った．点検診断ガイドラインに示さ

れた標準的な名称と，分析対象データにおける部材とそ

の点検診断項目の名称の対応を付録Cに示す．また，本検

討では，本来個別に取り扱うことが望ましい部材につい

ても分析の都合上，大まかな区分で同種の部材として扱

っているものがある．例えば，杭式桟橋の部材「上部工」

については，点検診断データの上ではさらに上面部・側

面部・下面部の区別があり，本来異なる種別の点検結果

として取り扱うことが望ましいと考えられるが，上部工

の登録データ数が25と限定されていることを考慮し，本

検討では上面部・側面部・下面部の区別をせずに取り扱

った． 

部材毎の点検診断データの中で遷移率の推定の対象と

しなかった部材について述べる．杭式桟橋や矢板式岸壁

の部材である電気防食工については，劣化度はaまたはd

の2値により判定される．このような場合，単純にa,b,c,d

の4ランクのマルコフ連鎖モデルを適用することは不適

切と考えられる．さらに，電気防食工の劣化予測に関し

ては，陽極の耐用年数としてメーカー指定値を参考とし

て示している事例3)もあるため，電気防食工については本

検討における遷移率の分析の対象から除外した． 
 

2.3 部材の遷移率および残存年数の推定方法 

本検討では，部材毎の遷移率の推定手法として，(1)近

似的手法，(2)最小二乗法，(3)ハザードモデル，の3つの手

法の適用を検討する．また，推定した遷移率を用いて劣

化度予測を行い，所定の劣化度に到達するまでの年数を

部材の性能の残存年数とみなすことで，遷移率から部材

の残存年数の試算を試みる．まずは，遷移率の推定手法

として検討する3つの手法の概要を以下に述べる． 
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(1)近似的手法 
近似的手法は遷移率の推定にあたり，各劣化度の判定

に達するまでの経過年数から算出した劣化速度により，

遷移率を近似する手法である．具体的な計算方法として

は，各劣化度判定の評点を【d=0，c=1，b=2，a=3】とし

て，これを各判定に達した年数で除した値を遷移率とみ

なすことで，近似的に遷移率を推定する．表-1.1に示し

たLCC計算プログラムの遷移率の参考値は，当時収集し

た点検診断データからこの手法を用いて推定されている．

近似的手法による遷移確率行列の推定値□□および遷移率

の推定値□□を，式-3～5に示す． 
 

□□ = □
1 − □□ 0 0 0□□ 1 − □□ 0 00 □□ 1 − □□ 00 0 □□ 1

□ (式-3) 

□□ = □
□∑ □□□□□□  (式-4) 

□□ = 劣化度の推移数

経過年
 (式-5) 

 

ここで，□□：個別の点検診断ブロックにおける遷移率，

□：点検診断データ番号，□：点検診断データの総数であ

る．本検討では，施設単位で遷移率を推定するため，Nは

個々の施設における点検診断データの総数となる． 

近似的手法の適用事例として，高橋ら6)は，総合評価の

判定結果から遷移率を推定する方法としてこの手法を紹

介している．菅原ら12)は，総合評価の判定結果ではなく

点検診断ブロック毎の劣化度判定データから遷移率を推

定している．ただし，この手法に基づく遷移率の推定精

度は低いと考えられることから，マクロ的な視点からの

検討以外への適用には十分に留意が必要であることが指

摘されている6)． 
 

(2)最小二乗法 
遷移率の推定にあたり，各点検年における点検診断デ

ータから求められる劣化度分布に最も適合するように，

遷移率を収束計算により求める手法である．ここで，劣

化度分布は，各点検における劣化度a,b,c,dの比率で定義

される．最小二乗法では，劣化度分布の予測二乗誤差を

最小とするような遷移率を推定する．最小二乗法による

遷移率の推定値を，式-6～8に示す． 

最小二乗法では，遷移率推定に利用可能なデータ数が

十分にあれば，1年間で2ランク以上劣化度が遷移するよ

うなマルコフ連鎖モデルを推定することも可能である．

例えば菅原ら12)では，分析対象とした全施設の点検診断

データを統合することでデータ数を確保し，1年間の遷移

で最大3ランクの劣化度遷移が生じるマルコフ連鎖モデ

ルを検討している．しかし，本検討では，施設単位で遷

移率を推定することから，菅原ら12)に比べて遷移率推定

に利用可能なデータ数が限定される．そのため，収束計

算における数値的安定性を考慮し，1年間の遷移で最大1

ランクだけ劣化度が遷移するマルコフ連鎖モデルに限定

して遷移率の推定を行った． 
 

□□ =  □   s. t.   □(□) → min (式-6) 

 

□(□) = ∑ |□□ −□(□)□ ⋅ □□|□□□□□,□□,□□,…  (式-7) 

 

□(□) = □
1 − □ 0 0 0□ 1 − □ 0 00 □ 1 − □ 00 0 □ 1

□ (式-8) 

 

ここで，□□ = (□□□,  □□□,  □□□,  □□□)□：初回点検時の劣化度

分布，□□ = (□□□,  □□□,  □□□,  □□□)□：□年経過時の劣化度分布，

□□, □□, □□, …：各点検時における初回点検時からの経過時間

（年）である． 
 

(3)ハザードモデル 

津田ら8)は道路橋の劣化過程をハザードモデルにより

表現し，そのハザード率からマルコフ連鎖モデルにおけ

る遷移率を推定する手法を提案した．これは，部材の劣

化度の遷移が各劣化度における偶発故障により生じるも

のとみなし，多段階のハザードモデルの導入により部材

の劣化度遷移を表現するモデルである．本項では，数式

表示の容易さのために，劣化度d,c,b,aをそれぞれ1,2,3,4と

表記する．例として□□□は□□□を，□□□は□□□を示すものとす

る．劣化度判定が1,2,3,4の4段階評価で行われる場合，ハ

ザードモデルのパラメータとして推定すべきハザード率

は□□，□□，□□の3つとなり，これら3つのパラメータから式

-2に示す遷移率を推定可能である．ハザードモデルに基

づいて導出される遷移率の推定値について式-9～12に示

す．  
 

□ = □
□□□ 0 0 0□□□ □□□ 0 0□□□ □□□ □□□ 0□□□ □□□ □□□ 1

□ (式-9) 

 

□□□ = exp(−□□□), (□ = 1, 2, 3) (式-10) 
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□□□ = □□ □□□□ − □□
□□□

□□□
□ □□□□□□ − □□
□□□

□□□

□

□□□
exp(−□□□) 

(□ = 1, … ,3), (□ = □ + 1, … ,3) (式-11) 

 

□□□ = 1 − ∑ □□□□□□□ , (□ = 1, … ,3) (式-12) 

 

ここで，□□：各劣化度(□ = 1,2,3)におけるハザード率，

□：経過年（点検間隔）である．総数□の各ランク間の遷

移データが与えられた場合のハザード率の推定は，式-13

に示す対数尤度関数ln□(□)の最大化により可能である． 
 

□□ = □ s.t.    
ln□(□) = ∑ ∑ ∑ □□□□□□□□ ln□□□□ □□□□(□□:□)□□□□□ → max  
(式-13) 

  
ここで，□□□□  ：各ランク間の遷移データの有無を表すダミ

ー変数，□ ：各ランク間の遷移データのインデックスであ

る． 
 

 上記の3つの手法の違いについて述べる．まず，近似的

手法では式-3～5から分かるように劣化度の遷移が生じ

る時点は点検診断時に限られるという仮定を置いている．

一方で，最小二乗法およびハザードモデルは，それぞれ

モデル化が異なるものの，劣化度の遷移が点検診断時を

含む任意の年で生じることを許容する手法である．次に，

入力データの違いとして，近似的手法およびハザードモ

デルは，非集計データである点検診断ブロック毎の劣化

度の遷移から遷移率を推定する．一方で，最小二乗法は，

集計データである劣化度分布の遷移から遷移率を推定す

る． 
遷移率の推定にあたり，推定手法によっては数値的に

不安定となる問題が生じる可能性について述べる．近似

的手法が簡易な代数的な計算のみで完結する一方で，最

小二乗法は式-7に示す劣化度分布の予測二乗誤差を，ハ

ザードモデルは式-13に示す対数尤度を目的関数として

収束計算による最適化を行う．本研究では施設単位で遷

移率を算出するため，遷移率を算出するための点検デー

タ数が施設によっては少なくなり，遷移率の推定が数値

的に不安定となる場合がある．特にハザードモデルでは，

対数尤度の最適化において，劣化度d,c,bにおけるハザー

ド率□□，□□，□□という3つのパラメータを推定する必要が

あるが，施設によっては劣化度ランクの出現に偏りが生

じる可能性がある．例として，点検診断データにd,cの2ラ

ンクのみが出現する場合，ハザード率□□をどのように変

化させても式-13の対数尤度は変化しないため，□□は推定

不能となる．ハザードモデルは，近似的手法および最小

二乗法に比べて劣化度ランクの出現の偏りの影響を受け

やすいことに留意が必要である． 
 上記の3つの手法で遷移率を推定したところ，一部にお

いて遷移率が0(%)または100(%)という極端な値を示す施

設が見られた．遷移率が0(%)となるのは点検診断データ

がすべてd判定だった施設に相当し，遷移率が100(%)とな

るのは極端に劣化が激しい施設に相当すると考えられる．

遷移率0(%)の場合は時間経過に対して劣化が全く生じな

いことになり，一方で遷移率100(%)の場合は，劣化予測

を行うと劣化度がdからaに3年で到達することになるが，

被災等によるイベント的な損傷を除く通常の劣化過程を

考える場合にはそのような状況が生じるとは考えづらい．

よって，これらのデータは，マルコフ連鎖モデルによる

劣化予測では取扱いが困難なデータと判断して分析対象

から除いた．その結果，遷移率の推定値を得られた施設

数は，付録Bに示した部材毎のデータを有する施設数より

も少なくなる．さらに，推定手法によっては先述の数値

的不安定性により推定値が得られない場合もあったため，

遷移率の推定値を得られた施設数は推定手法によっても

異なることに留意が必要である． 
港湾施設の点検診断の間隔の検討に資する指標として，

推定した遷移率を用いて劣化度分布の予測を行い，特定

の劣化度に到達するまでの年数を算出して部材の性能の

残存年数とみなして用いることが考えられる．本検討で

は特に断らない限り，残存年数とは特定の劣化度に到達

するまでの年数を部材毎の遷移率から推定したものを指

す．具体的な算出方法として，まずは推定した遷移率を

用いて劣化度分布の遷移を1年毎に予測する．ここで，初

年度はすべての部材の劣化度がd判定であったと仮定し，

劣化度分布の初期値を設定する．予測した各年の劣化度

分布から，次に示す基準により各年の劣化度代表値14)を

求め，劣化度代表値がc,b,aに初めて到達する年をそれぞ

れ求め，部材の残存年数とする． 
 

 

■I 類の点検診断項目に対する劣化度の代表値 

劣化度 a：劣化度 a の部材の割合≧10% 

劣化度 b：劣化度 a ＋ 劣化度 b の部材の割合≧10% 
劣化度 c：劣化度 d の部材の割合＜90%， 

    かつ劣化度 a+ 劣化度 b の部材の割合＜10% 

劣化度 d：劣化度 d の部材の割合≧90% 
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■II 類の点検診断項目に対する劣化度の代表値 

※維持管理上の限界値を劣化度 b に至る以前とする場合 
劣化度 a：劣化度 a の部材の割合≧30% 

劣化度 b：劣化度 a ＋ 劣化度 b の部材の割合≧30% 

劣化度 c：劣化度 d の部材の割合＜70%， 
    かつ劣化度 a ＋ 劣化度 b の部材の割合＜30% 

劣化度d：劣化度dの部材の割合≧70% 
 

本検討では，施設単位で推定した遷移率から残存年数

も各施設に対して得られるため，各施設の残存年数の平

均値および標準偏差を評価した．なお，遷移率が極端に

小さい施設において1000年を超える残存年数も一部で見

られたが，残存年数が1000年を超過した施設は除外して

平均値および標準偏差の評価を行った． 
 

 

3. 結果と考察 

 

3.1 遷移率の推定方法の検討 

本節では，各手法により推定した遷移率の特徴を分析

し，いずれの推定手法が本検討において最も適当かを検

討する．代表的な事例として，係留施設の重力式岸壁に

おける結果を取り上げ，部材としては，(1)上部工，(2)エ

プロン（沈下・陥没），(3)エプロン（コンクリート又は

アスファルトの劣化、損傷）に着目し，近似的手法，最

小二乗法，ハザードモデルによる遷移率のヒストグラム

を図-3.1～3.3に示す．ここで，ハザードモデルでは劣化

度d→c，c→b，b→aへの遷移に対応する遷移率の推定値を

3つのヒストグラムで示している．また，近似的手法と最

小二乗法による遷移率の推定値は概ね0~0.2に収まって

いたが，ハザードモデルでは推定値が広い範囲にわたっ

て出現していたため，図-3.1～3.3ではハザードモデルの

 

(a)近似的手法                              (b)最小二乗法                                (c)ハザードモデル 
 

図-3.1 各推定手法による遷移率の比較：重力式岸壁の上部工 

 

(a)近似的手法                                     (b)最小二乗法                                (c)ハザードモデル 
 

図-3.2 各推定手法による遷移率の比較：重力式岸壁のエプロン（沈下・陥没） 
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み横軸の範囲を0~1に設定している．なお，図-3.1～3.3

中のNは遷移率が得られた施設数を示しているが，2.3で

述べたように推定手法によって推定値が得られない施設

があったため，手法によってNの値が異なっていること

に留意が必要である．エプロンの点検診断項目として「沈

下・陥没」，「コンクリート又はアスファルトの劣化，

損傷」の2項目については，それぞれを区別して遷移率を

示す．以下では，ヒストグラムに示した各推定手法の推

定値の分布から，遷移率の平均値および標準偏差を算出

し，各推定手法間の比較を行う． 
 

(1) 上部工（コンクリートの劣化，損傷） 

近似的手法，最小二乗法，ハザードモデルにより推定

された遷移率のヒストグラムをそれぞれ図-3.1に示す．

まず，遷移率の平均値を比較すると，近似的手法で

2.67(%)，最小二乗法で2.00(%)，ハザードモデルはd→c で
11.39(%) ，c→bで14.13(%) ，b→a で2.76(%) と，最小二

乗法，近似的手法，ハザードモデルの順に大きな値を示

す傾向が見られた．特に，ハザードモデルでd→cまたはc
→bへの遷移率の推定値は，近似的手法および最小二乗法

による推定値の倍以上となる値を示した．次に，遷移率

の標準偏差を比較すると，近似的手法で2.44(%)，最小二

乗法で1.59 (%)，ハザードモデルはd→c で21.53(%) ，c→

bで27.44(%) ，b→aで9.92 (%) と，最小二乗法，近似的手

法，ハザードモデルの順に大きな値を示す傾向が見られ

た． 
 

(2) エプロン（沈下・陥没） 
近似的手法，最小二乗法，ハザードモデルにより推定

された遷移率のヒストグラムをそれぞれ図-3.2に示す．

まず，遷移率の平均値を比較すると，近似的手法で

4.35(%)，最小二乗法で2.43(%)，ハザードモデルはd→c で

9.73(%) ，c→bで13.72(%) ，b→aで4.89(%) と，最小二乗

法，近似的手法，ハザードモデルの順に大きな値を示す

傾向が見られた．特に，ハザードモデルでd→cまたはc→

bへの遷移の推定値は，近似的手法および最小二乗法によ

る推定値の倍以上となる値を示した．次に，遷移率の標

準偏差を比較すると，近似的手法で7.51(%)，最小二乗法

で2.18(%)，ハザードモデルはd→c で20.10(%) ，c→bで

28.07(%) ，b→aで16.12(%) と，最小二乗法，近似的手法，

ハザードモデルの順に大きな値を示す傾向が見られた． 
 

(3) エプロン（コンクリート又はアスファルトの劣化，

損傷） 

近似的手法，最小二乗法，ハザードモデルにより推定

された遷移率のヒストグラムをそれぞれ図-3.3に示す．

まず，遷移率の平均値を比較すると，近似的手法で

3.12(%)，最小二乗法で2.19(%)，ハザードモデルはd→c で

9.61(%) ，c→bで2.63 (%) ，b→aで3.60(%) と，最小二乗

法，近似的手法，ハザードモデル（c→bは除く）の順に大

きくなる傾向が見られた．特に，ハザードモデルでdから

cへの遷移の推定値は，近似的手法および最小二乗法によ

る推定値の倍以上となる値を示した．次に，遷移率の標

準偏差を比較すると，近似的手法で3.93(%)，最小二乗法

で1.56(%)，ハザードモデルはd→c で20.51 (%) ，c→bで
8.19(%) ，b→aで9.78(%) と，最小二乗法，近似的手法，

ハザードモデルの順に大きくなる傾向が見られた． 
 

重力式岸壁の代表的な部材とその点検診断項目につい

て，各手法による遷移率の推定値の特徴を述べる．遷移

 

(a)近似的手法                                     (b)最小二乗法                                (c)ハザードモデル 
 

図-3.3 各推定手法による遷移率の比較：重力式岸壁のエプロン（コンクリート又はアスファルトの劣化、損傷） 
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率の平均値の比較では，近似的手法および最小二乗法で

はいずれの部材においても10%未満の値を示しているの

に対し，ハザードモデルでは一部の部材で10%を超える

遷移率が見られた．遷移率の標準偏差の比較では，近似

的手法，最小二乗法では10%未満と抑えられているのに

対し，ハザードモデルでは半数以上の部材で10%を超え

る値が見られ，部材によっては20%前後の値を示す部材

もあった． 

以上は，重力式岸壁の代表的な部材とその点検診断項

目についての傾向を述べたが，その他の施設形式および

部材についても概ね同様の傾向が成り立っていた．その

他の施設形式および部材とその点検診断項目に関して，

各手法で求めた遷移率の平均・標準偏差を付録Dに示す．

特に，ハザードモデルで推定した遷移率の標準偏差は，

本検討で遷移率を推定対象とした半数以上の部材で10%

を超える値が見られ，近似的手法および最小二乗法に比

較して推定値の変動が大きい可能性が示された． 

上記結果を踏まえて，遷移率の推定手法として本検討

においていずれが適切かを整理する．まず，近似的手法

は劣化度遷移の発生が点検診断時に限られるモデルであ

り，最小二乗法とハザードモデルであればその制約はな

い．よって，推定値が非現実的な値をとる等の数値安定

性に関する問題が無ければ，近似的手法よりも最小二乗

法またはハザードモデルによる推定値を用いることが望

ましいと考えられる．次に，最小二乗法とハザードモデ

ルを比較したとき，本検討においてハザードモデルで推

定した遷移率の標準偏差が大半の部材で10%を超える値

を示し，最小二乗法に比較して推定値の変動が大きくな

る結果が得られた．標準偏差の小ささは推定手法の妥当

性を必ずしも意味しないものの，推定値の標準偏差がよ

り抑えられる手法として，最小二乗法を採用することに

一定の合理性があるものと考えられる． 

また，ハザードモデルを提案した津田ら8)は，New York

市が取得した橋梁の点検診断データに対して7段階の劣

化度遷移を表現するハザードモデルを適用して遷移率を

推定しているが，その際には500~1000程度のデータ数を

用いて検討している．本検討では4段階の劣化度遷移を表

現するハザードモデルを適用しており，港湾施設と橋梁

では劣化度の出現傾向も異なると思われるが，遷移率の

推定に利用可能なデータ数が1施設当たり平均で2~11と，

津田ら8)の適用事例に比較して少ない．本検討においては，

劣化度の出現ランクの偏りの影響により，ハザードモデ

ルによる遷移率の推定値に見かけ上の変動が生じている

可能性がある．ただし，今後のデータの蓄積により遷移

率の推定に利用可能なデータ数を確保できれば，劣化度

の出現ランクの偏りが低減され，ハザードモデルの適用

による遷移率の推定も可能になることが期待される． 

以上の議論をもとに，各推定手法の特徴を踏まえて本

検討では最小二乗法による推定値を採用する．以降，特

に断らない限り，遷移率としては最小二乗法による推定

値を指すものとする．ただし，LCC計算プログラムに実

装された遷移率の参考値との比較のために，全施設の点

検診断データを統合し，近似的手法により推定値を算出

したものもグラフ中に併記する． 
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3.2 部材毎の遷移率の特徴 

本節では，部材毎に推定した遷移率の特徴を分析し，

構造形式や部材による劣化傾向の違いを分析する．代表

的な部材に着目して遷移率のヒストグラムを図-3.4～

3.7に示し，以下に特徴を述べる．図-3.4～3.7には，最

小二乗法による遷移率の平均値（図中，「平均値」）に

加え，全施設のデータを集計して近似的手法で推定した

値（図中，「全施設集計」）および現行のLCC計算プログ

ラムで実装されている遷移率の参考値（図中，「参考値，

LCCP」）を表示した．その他の部材の結果については，

付録Eに示す． 
 

(1) 上部工（係留施設） 
係留施設は，杭式桟橋，重力式岸壁，矢板式岸壁と異

なる構造形式の施設に対し，同種の部材として上部工を

有する．異なる施設形式における同種の部材の遷移率の

比較として，係留施設の上部工の遷移率の分布を図-3.4

に示す． 

上部工の遷移率の平均値を比較すると，桟橋式で

1.54(%），矢板式で3.59(%），重力式で2.00(%）と矢板式

でやや大きく，桟橋式と重力式でほぼ同程度の値を示し

ていた．ただし，矢板式は35施設中に1施設のみ遷移率が

31.8(%)と他の施設に比較して極端に高い値を示してい

るデータがあり（図-3.4(c)），矢板式の上部工の遷移率

の平均値が杭式桟橋や重力式岸壁に比べてやや大きな値

を示しているのはこの影響を受けている可能性がある．

現行のLCC計算プログラムの上部工の遷移率の参考値は

桟橋式で4.5(%)，重力式・矢板式で4.2(%)であり，今回の

推定値は参考値と比較してより低い値を示していた．な

お，上部工に対して遷移率の推定値が得られた施設数に

着目すると，杭式桟橋で最大14施設，重力式岸壁で最大

73施設，矢板式岸壁で最大35施設と，構造形式によって

かなり差があり，特に杭式桟橋は14施設と限られたサン

プルから平均値等の統計値を算出していることに留意が

必要である． 

図中に「全施設集計」で示した近似的手法による上部

工の遷移率は，桟橋式で2.58(%），矢板式で3.16(%），重

力式で2.66(%）であり，最小二乗法による推定値の平均

値と比較すると，桟橋式と重力式で大きく，矢板式で小

さい値を示していた．また，参考値(桟橋式で4.5%，重力

式・矢板式で4.2%)と比較して，「全施設集計」による遷

移率はいずれも小さい値を示していた． 
 

(2) エプロン（係留施設） 

係留施設では，杭式桟橋，重力式岸壁，矢板式岸壁と

異なる構造形式の施設に対し，同種の部材としてエプロ

ンを備え，そのエプロンの点検診断項目はさらに「沈下・

陥没」と「コンクリートまたはアスファルトの劣化，損

傷」と細分化されている．異なる施設形式に同種の部材

を有し，さらに細分化された点検診断項目の遷移率の比

較として，係留施設のエプロンの遷移率の分布を図-3.5

に示す． 

 

(a)杭式桟橋                                         (b)重力式岸壁                                    (c)矢板式岸壁 
 

図-3.4 係留施設の上部工の遷移率の比較 

※p=0.318 に 1 施設あり 
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部材とその点検診断項目毎に遷移率の平均値を比較す

ると，エプロンの「沈下・陥没」は桟橋式で1.72(%），矢

板式で2.04(%），重力式で2.45(%），エプロンの「コンク

リート又はアスファルトの劣化，損傷」は桟橋式で

1.83(%），矢板式で2.30(%），重力式で2.19(%）とほぼ同

程度の値を示しており，構造形式や点検診断項目による

遷移率の違いは明確には見られなかった．現行のLCC計

算プログラムのエプロンの遷移率の参考値は桟橋式・重

力式・矢板式いずれの形式においても3.8(%)であり，今回

の推定値は参考値と比較してより低い値を示していた．

なお，エプロンに対して遷移率の推定値が得られた施設

数に着目すると，杭式桟橋で最大5施設，重力式岸壁で最

大70施設，矢板式岸壁で最大27施設と，構造形式によっ

てかなり差があり，特に杭式桟橋は5施設と限られたサン

プルから平均値等の統計値を算出していることに留意が

必要である． 

図中に「全施設集計」で示した近似的手法によるエプ

ロンの遷移率は，「沈下・陥没」は桟橋式で0.63(%），矢

板式で1.99(%），重力式で2.93(%），エプロンの「コンク

リート又はアスファルトの劣化，損傷」は桟橋式で

2.58(%），矢板式で2.91(%），重力式で1.95(%）であり，

最小二乗法による推定値の平均値と比較すると，桟橋式

と矢板式の「コンクリート又はアスファルトの劣化，損

傷」，重力式の「沈下・陥没」で大きく，桟橋式と矢板式

の「沈下・陥没」と重力式の「コンクリート又はアスフ

ァルトの劣化，損傷」で小さい値を示しており，特に桟

橋式の「沈下・陥没」では最小二乗法による推定値の平

均値の半分以下であった．また，参考値(桟橋式・重力式・

矢板式のいずれも3.8%)と比較して，「全施設集計」によ

る遷移率はいずれも小さい値を示していた． 
  

 

(a)杭式桟橋                                      (b) 重力式岸壁                                     (c) 矢板式岸壁 
 

 

(e) 杭式桟橋                                          (f) 重力式岸壁                                   (g) 矢板式岸壁 
 

図-3.5 係留施設のエプロンの遷移率の比較： 
 (a)～(c)は「沈下・陥没」，(d)～(f)は「コンクリート又はアスファルトの劣化、損傷」を示す． 
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(3)ケーソン・本体工（外郭施設） 

外郭施設のうち，防波堤は護岸に比べて波浪の影響が

比較大きい条件下に設置される傾向があると考えられる．

さらに防波堤と護岸は同種の部材としてケーソン・本体

工を備える．異なる自然条件が予想される施設が同種の

部材を備える場合の遷移率の比較として，防波堤と護岸

のケーソン・本体工の遷移率の分布を図-3.6に示す． 

部材毎に遷移率の平均値を比較すると，防波堤で

1.58(%），護岸で1.97(%）とほぼ同程度の値を示しており，

防波堤と護岸の間で遷移率の違いは明確には見られなか

った．現行のLCC計算プログラムでは，外郭施設のケー

ソン・本体工は劣化予測の対象ではないため，遷移率の

参考値の設定はない．なお，ケーソン・本体工に対して

遷移率の推定値を得られた施設数に着目すると，防波堤

で103施設，護岸で245施設であった． 

図中に「全施設集計」で示した近似的手法によるケー

ソン・本体工の遷移率は，防波堤で0.70(%），護岸で1.80(%）

であり，最小二乗法による推定値の平均値と比較すると

いずれも小さい値を示しており，特に防波堤では最小二

乗法による推定値の平均値の半分以下であった． 
 

(4)消波工（外郭施設） 

外郭施設のうち，防波堤は護岸に比べて波浪の影響が

比較大きい条件下に設置される傾向があると考えられる．

さらに防波堤と護岸は同種の部材として消波工を備え，

その点検診断項目は「損傷・亀裂」と「移動，散乱，沈

下」と細分化されている．異なる自然条件が予想される

施設が同種の部材を有し，さらにその点検診断項目が細

分化されている場合の遷移率の比較として，外郭施設の

消波工の遷移率の分布を図-3.7に示す． 

             

(a)防波堤                      (b)護岸 
 

図-3.6 外郭施設のケーソン・本体工の遷移率の比較 
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部材とその点検診断項目毎に遷移率の平均値を比較す

ると，消波工の「損傷・亀裂」は防波堤で1.62(%），護岸

で1.13(%），消波工の「移動，散乱，沈下」は防波堤で

1.35(%），護岸で1.45(%）とほぼ同程度の値を示しており，

防波堤と護岸の間で遷移率の違いは明確には見られなか

った．現行のLCC計算プログラムでは重力式防波堤の消

波工の遷移率の参考値として3.3(%)が設定されており，

今回の推定値は参考値と比較してより低い値を示してい

た．なお，消波工に対して遷移率の推定値を得られた施

設数に着目すると，防波堤で最大56施設，護岸で最大20

施設と，構造形式によってやや差が見られた． 

図中に「全施設集計」で示した近似的手法による消波

工の遷移率は，「損傷・亀裂」は防波堤で0.74(%），護岸

で0.20(%），消波工の「移動，散乱，沈下」は防波堤で

0.82(%），護岸で0.56(%）であり，最小二乗法による推定

値の平均値と比較するといずれも小さい値を示しており，

特に防波堤の「損傷・亀裂」，護岸の「損傷・亀裂」と

「移動，散乱，沈下」では最小二乗法による推定値の平

均値の半分以下であった．また，参考値(重力式防波堤の

消波工で3.3%)と比較して，「全施設集計」による遷移率

はいずれも小さい値を示していた． 
 

                        

(a) 防波堤                                                                                    (b) 護岸 

                     

(c) 防波堤                                                                           (d) 護岸 
 

図-3.7 外郭施設の消波工の遷移率の比較： 
(a),(b)は「損傷、亀裂」，(c),(d)は「移動、散乱、沈下」を示す． 
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以上，(1)~(4)まで，部材とその点検診断項目毎につい

て，異なる構造形式の施設が同種の部材を有する場合，

異なる自然条件が予想される施設が同種の部材を有する

場合，さらに，それらにおいて点検診断項目が細分化さ

れている場合について，遷移率を通じて構造形式や部材

による劣化傾向の違いの検討を行ったが，比較した範囲

では，遷移率の平均値について明確な傾向や差異を見出

だすことはできなかった．例として，重力式岸壁および

矢板式岸壁のエプロンの場合，沈下・陥没に対しては裏

埋土砂の吸出しが，舗装の劣化・損傷に対しては材料的

な劣化が，それぞれ主な発生メカニズムになると考えら

れる．この発生メカニズムの違いを反映して沈下・陥没

と舗装の劣化・損傷で遷移率の分布に異なる特徴が現れ

ることが当初は予想されたものの，本検討で推定した遷

移率の分布からは，これらの間に明瞭な差を見出すこと

はできなかった． 
遷移率の分布形の比較の手法として，遷移率が近似的

に対数正規分布に従うとした報告した古谷ら11)のように，

Kolmogorov–Smirnov検定等により部材毎に遷移率が従

う分布を検討することも考えられる．しかし，本検討に

おいては，杭式桟橋等の特定の構造形式において施設数

が極端に少なくなる等，サンプル数が大きく異なる条件

での比較検討が困難と考えられたため遷移率の平均値の

比較に留め，分布形の検討は行わなかった． 

今回算出した遷移率は，最小二乗法による推定値の平

均値，全施設の点検診断データを統合し近似的手法によ

り推定した値のいずれも，LCC計算プログラムで用いて

いる参考値と比較して低い値を示していたが，これには

複数の原因が考えられる．本検討では補修履歴のある施

設を分析対象から除外したが，補修履歴のある施設に古

い施設や劣化が比較的早く進んだ施設多く含まれていた

場合，本検討での分析対象には健全な施設が相対的に多

く含まれるようになることで遷移率が低く算出された可

能性がある．また，現行のLCC計算プログラムの参考値

の算定はプログラム開発時点（2013年）で収集済みの点

検診断データを用いているが，劣化度のランク区分や判

定基準が今回の点検診断データとは厳密に対応しないデ

ータも含まれており，点検診断における劣化度の判定基

準の変更の影響により今回の差異が生じている可能性も

ある． 
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3.3 遷移率と施設諸元の関係 

同一の構造形式の部材であっても，個々の施設に固有

の条件に応じて遷移率が異なる可能性も考えられる．例

えば，施設規模や整備時期によって設計・施工条件が異

なり，その違いが整備完了後の劣化過程に影響を及ぼす

ことで，施設規模や整備時期と遷移率の間に何らかの対

応関係が生じている可能性がある．本節では，維持管理

情報DBで参照できる施設諸元に関する情報のうち，建設

終了年，計画水深，施設延長と遷移率の間の対応関係を

検討する． 

本検討で推定した部材毎の遷移率のうち，施設諸元と

の顕著な対応が見られたものについて，遷移率と施設諸

元の関係を図-3.8～3.9に示し，以下にその特徴について

述べる．その他の部材の結果については，付録Fに示す．

なお，杭式桟橋の桟橋法線および鋼管杭（鋼材の腐食，

亀裂，損傷）については，推定した遷移率に対して施設

諸元情報（建設終了年，計画水深）が登録されていなか

ったため，付録F中では「NODATA」と表記している． 
 

(1) 重力式岸壁の上部工・エプロン 
それぞれの部材において，遷移率と建設終了年の関係

を図-3.8(a)～(c)に，遷移率と計画水深の関係を図-

3.8(d)～(f)に散布図で示す．これらの部材について，計

画水深と遷移率との間に明確な関係は見られなかった一

方で，建設終了年に対しては，建設時期が新しい程高い

遷移率を示す施設が出現する傾向があり，結果として散

布図上では遷移率が右肩上がりの分布が見られた． 
 

(2) 防波堤の上部工，ケーソン 
それぞれの部材において，遷移率と建設終了年の関係

 

(a) 上部工                                  (b) エプロン（沈下・陥没）            (c) エプロン（舗装の劣化、損傷※） 
 

 

(d) 上部工                                  (e) エプロン（沈下・陥没）            (f) エプロン（舗装の劣化、損傷※） 
 

図-3.8 重力式岸壁の部材の遷移率と施設諸元の関係： 
(a)～(c)は建設終了年，(d)～(f)は計画水深との対応を示す．※「コンクリート又はアスファルトの劣化、損傷」 
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を図-3.9(a)～(c)に，遷移率と施設延長との関係を図-

3.9(d)～(f)に散布図で示す．これらの部材について，施

設延長と遷移率との間に明確な関係は見られなかった一

方で，建設終了年に対しては，建設時期が新しい程高い

遷移率を示す施設が出現する傾向があり，結果として散

布図上では遷移率が右肩上がりの分布が見られた． 
 

施設諸元のうち，施設規模を表す計画水深や施設延長

と遷移率の間には明確な関係が見られなかった一方で，

建設終了年に対しては，散布図上で遷移率が右肩上がり

の分布が見られた．特に後者については，建設時期が新

しい程，高い遷移率を示す施設が出現する傾向があるこ

とを示しており，整備後長期間が経過した施設群よりも

近年整備された施設群において劣化が進んだ施設が出現

しやすいという点で直観に反する結果が得られている．

ただし，今回分析対象としたデータが登録施設数の10%

に満たないこと，分析対象から除外した補修履歴のある

施設に古い施設や劣化が比較的早く進んだ施設多く含ま

れていた可能性もあることから，サンプリングの偏りに

より現れた見かけ上の傾向である可能性に留意が必要で

ある． 
 

                

(a) 上部工                                                                               (b) ケーソン 

                

(c) 上部工                                                                                  (d) ケーソン 
 

図-3.9  防波堤の部材の遷移率と施設諸元の関係： 
(a),(b)は建設終了年，(c),(d)は施設延長との対応を示す． 
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3.4 部材の残存年数の試算 

 

本検討において推定した遷移率を用いて劣化度分布の

予測を行い，2.3に示した方法に従って各劣化度代表値へ

の到達年数を部材の性能の残存年数をみなして，部材の

残存年数の試算を行った．遷移率と同様に部材の残存年

数も施設単位で推定し，平均値や標準偏差を算出した．

代表的な構造形式や部材における試算例として，矢板式

岸壁と防波堤における部材の残存年数の平均値と標準偏

差を表-3.1に示す．その他の部材については，付録Gに示

す．例として，矢板式岸壁の鋼矢板等（被覆防食工）の

残存年数は，各劣化度代表値に到達する年数毎に，cへの

到達が35年，bへの到達が107年，aへの到達が187年とな

った．また，表-3.1に示す残存年数の標準偏差から，残

存年数の推定値の変動は平均値と同程度の大きさであっ

たと考えられる． 
残存年数の推定値の標準偏差が平均値と同程度に大き

くなる理由について述べる．残存年数の試算にあたって

は，施設単位で推定した遷移率を用いてマルコフ連鎖モ

デルによる劣化予測を行い，各劣化度代表値への到達年

を残存年数とみなして推定を行った．ここで，施設単位

の遷移率から推定した残存年数の分布は，図-3.10に示す

ように高位の劣化度代表値への到達年ほどばらつきが拡

大される傾向が見られる．このように遷移率のわずかな

違いが，劣化度予測に基づく残存年数の評価においては

拡大されることに留意が必要である． 

本検討では推定した遷移率を用いた劣化予測を基に，

所定の劣化度代表値への到達年数を部材の性能の残存年

数と見なすことで，遷移率から残存年数の試算を行った．

ここで，本検討で試算した残存年数は，部材の劣化度判

定結果から得た遷移率のみを用いて推定したものであり，

部材の物理的な劣化過程を反映した耐用年数とは異なる

点に留意が必要である．物理的な劣化過程に着目した鉄

筋コンクリートの耐用年数の評価事例として，かぶり厚

さ，水セメント比といった設計・施工条件から中性化の

進行予測を行い，耐用年数を評価した事例15),16)がある．

本検討で推定した遷移率においても，かぶり厚さ，水セ

メント比といった部材の物理的な劣化過程に影響する条

件の違いは点検時点の劣化状況を通じて間接的に反映さ

れていると考えられる．しかし，数十年先の部材の性能

を適切に評価する場合には，遷移率のみから算出した残

存年数の適用は不十分であり物理的な劣化過程を考慮し

て評価することが必要と考えられる．また，本検討で得

た残存年数の試算値は，港湾施設の標準的な設計供用期

間として設定されることが多い50年と比較して大きい値

を示していたが，分析対象としたデータから補修済みの

施設を除外したことで現実の施設の劣化進行を過小評価

した影響が生じている可能性もある．以上のように，実

態を適切に反映して部材の残存年数の評価を行うために

は，部材の残存年数の算出方法および分析対象データの

抽出方法の両面に留意し，その目的に応じた検討が必要

であると考えられる． 
 

 

表-3.1  遷移率の推定値に基づく部材の残存年数の試算の例 

(a)矢板式岸壁 
部材 平均値（年） 標準偏差（年） 

c b a c b a 

上部工 22 68 119 31 94 164 

エプロン（沈下・陥没） 9 46 95 8 39 81 

エプロン（劣化、損傷※1） 22 66 115 23 71 123 

鋼矢板等（腐食※2） 17 83 171 14 71 147 

鋼矢板等（被覆防食工） 35 107 187 33 99 172 

※1 「コンクリート又はアスファルトの劣化、損傷」 

※2 「鋼材の腐食、亀裂、損傷」 

 

(a) 防波堤 
部材 平均値（年） 標準偏差（年） 

c b a c b a 

ケーソン 13 66 136 14 71 148 

上部工 22 67 116 21 65 113 

消波工（損傷、亀裂） 37 112 195 30 91 159 

消波工（移動、散乱、沈下） 42 130 226 37 113 197 
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4. おわりに 

 

4.1 主な結論 

本検討で得た主な結論を述べる． 

維持管理情報DBの充足率を確認したところ，部材毎の

点検診断データを機械判読可能な形式で保有する施設数

は全体の0.4～8.2%程度であった．また，維持管理情報DB

に登録された施設諸元の充足は項目ごとに差があり，係

留施設の位置座標のような基礎的で重要な情報であって

も充足率が低いものも見られた． 

維持管理情報DBに蓄積された点検診断データより，部

材毎の遷移率を推定した．遷移率の推定手法の候補とし

て，近似的手法，最小二乗法，ハザードモデルの3種類を

検討した．各推定手法におけるモデルの柔軟性や，サン

プル数が少ないデータに対する推定値の数値安定性を考

慮し，本検討で対象とした施設単位での遷移率の推定手

法として最小二乗法を採用した． 
部材毎に推定した遷移率について特徴を分析したとこ

ろ，構造形式や部材の違いによる明瞭な差を見出だすこ

とはできなかった．また，現行のLCC計算プログラムに

設定された遷移率の参考値に対し，今回推定した遷移率

の平均値は概ね低い値を示していた．ただし，補修済の

施設の除外や，現行のLCC計算プログラムの参考値の設

定に用いられた点検診断データの劣化度判定基準が一致

していない等，必ずしも同条件における取得データから

推定された遷移率の比較検討となっていない点に留意が

必要である． 
部材毎の遷移率と施設諸元の関係を分析したところ，

計画水深（係留施設），施設延長（外郭施設）と遷移率

の間に明瞭な関係は見られなかった．一方で，建設終了

年と遷移率の間には，建設時期が新しい程，高い遷移率

を示す施設が出現する傾向が見られた．ただし，今回分

析対象としたデータが登録施設数の10%に満たないこと，

補修履歴のある施設を分析対象から除外した影響による

見かけ上の傾向の可能性もあることに留意が必要である． 

推定した遷移率を基にした部材の性能の残存年数の試

算を行った結果，本検討で試算した部材の残存年数は，

港湾施設の標準的な設計供用期間として設定されること

が多い50年と比較しても大きい値を示していた．ただし，

本検討では遷移率のみから部材の残存年数の評価を行っ

たことや補修済みの施設を除外していることを踏まえ，

実態を適切に反映した残存年数の評価においては，残存

年数の算出方法と分析対象データの抽出の両方の影響に

ついての今後の検討が必要であると考えられる． 
 

4.2 今後の課題 

本検討では施設単位で部材毎に遷移率を推定するにあ

たり，遷移率はいずれの劣化度においても変わらないと

仮定した1パラメータのマルコフ連鎖モデルを適用した．

そのため，本検討は各劣化度における平均的な劣化速度

の分析に留まっており，例えば高位の劣化度においてよ

り劣化が早く進む等の高次の効果は分析できていない．

今後，平均的な劣化速度だけではなく，高位の劣化度に

おいて劣化が加速するような二次的な効果も考慮した劣

化過程の分析が必要になると考えられるが，これには各

劣化度遷移において異なる遷移率を割り当て可能である

ようにパラメータ数を増やしたマルコフ連鎖モデルを適

用する必要がある．パラメータ数を増やしたマルコフ連

鎖モデルに対して遷移率を安定して推定するためには，

施設単位での点検診断データ数を確保する必要があるた

め，今後点検診断の回数を重ね，利用可能なデータの蓄

積が施設単位で進められることが期待される． 

本検討では補修済みの施設を除外して部材毎の遷移率

の分析を行った．この影響としては，劣化度が回復した

施設の除外により実際の施設の劣化状況を過大評価する

効果と，補修が必要となるほど劣化が進んだ施設の除外

により劣化状況を過小評価する効果の両方が生じる可能

性がある．また，補修工の種類は多岐にわたるため，補

修の種類によってその後の劣化過程に及ぼす影響は大き

く異なると考えられる．よって，維持管理情報DBに蓄積

された点検診断データの利活用の推進に向けて，補修工

 

図-3.10 残存年数の変動の拡大の例： 
重力式岸壁の上部工 
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事関連情報を含めた点検診断データの蓄積および維持管

理情報DBの整備が必要と考えられる． 

以上を踏まえて，今後の維持管理情報DBに蓄積された

点検診断データの利活用の推進に当たっては，引き続き

部材毎の点検診断データの蓄積に加えて，補修工事関連

情報の充実を含む維持管理情報DB内の登録データの整

備の重要性が増すものと考えられる． 
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付録 A 維持管理情報 DB の登録項目毎のデータ充足率 

 

充足率が 50%未満の項目を着色して示した．“-”は DB で登録項目として設定が無いことを示す． 

 

係留施設 外郭施設

 都道府県 1.00 1.00
 港湾名 1.00 1.00
 港格 1.00 1.00
 地区名 1.00 1.00
 施設種類１ 1.00 1.00
 施設種類２ 1.00 1.00
 施設番号 1.00 1.00
 施設名称 1.00 1.00
 管理者区分 1.00 1.00
 管理者名 1.00 1.00
 設置者区分 1.00 1.00
 設置者名 1.00 1.00
 施設区分 1.00 1.00
 特定技術基準対象施設 1.00 1.00
 予防保全計画掲載対象施設 1.00 1.00
 維持管理区分名称 1.00 1.00
 構造形式 1.00 1.00
 主要用材 0.92 0.86
 延長-取付部を除く延長（m） 0.94 -
 延長-取付部を含む延長（m） 0.95 -
 施設の幅（m） 0.70 -
 エプロン幅（m） 0.73 -
 面積（m2） 0.43 -
 水深-計画上の水深（m） 0.91 -
 水深-現在の水深（m） 0.87 -
 天端高（m） 0.76 0.63
 耐重力（t/m2） 0.70 -
 主要利用船舶の種類 0.59 -
 主要取扱貨物名 0.58 -
 対象船舶-船型（D/W） 0.87 -
 対象船舶-船席数 0.53 -
 位置情報-緯度 0.24 -
 位置情報-経度 0.24 -
 延長-建設延長（m） - 0.94
 延長-機能保有延長（m） - 0.71
 消波工延長（m） - 0.18
 建設開始年度 0.68 0.41
 建設終了年度 0.81 0.57

維持管理計画の有無 1.00 1.00
点検診断計画の有無 1.00 1.00
点検診断施設区分 0.78 0.62
一般定期点検頻度(年) 0.75 0.58
詳細定期点検頻度(年) 0.55 0.35

日常点検-実施の有無 1.00 1.00
日常点検-点検方法 0.68 0.54
初回点検診断-実施時期(西暦) 0.71 0.55
初回点検診断-実施時期(月) 0.71 0.55
初回点検診断-評価-マニュアル 0.52 0.43
初回点検診断-評価-独自基準 0.09 0.06

維持管理情報DBの登録項目
施設諸元等

 維持管理計画等

 点検診断関連
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付録 B 部材毎の登録施設数 

 

 

※1 「コンクリート又はアスファルトの劣化、損傷」 

   

施設・構造形式
登録施設数

(DBに項目あり)
部材 点検診断項目 登録施設数

(部材毎データあり)

点検BL数
（平均）

上部工 コンクリートの劣化、損傷 25 6
沈下、陥没 17 6
舗装の劣化、損傷 ※1 8 9

桟橋法線 凹凸、出入り 24 6
鋼材の腐食、亀裂、損傷 14 2
電気防食工 18 6
被覆防食工 6 4

渡版 本体の損傷、塗装 10 2
上部工 コンクリートの劣化、損傷 138 10

沈下、陥没 158 10
舗装の劣化、損傷 ※1 135 9

岸壁法線 凹凸、出入り 142 10
ケーソン 側壁の劣化、損傷 116 10
上部工 コンクリートの劣化、損傷 59 10

沈下、陥没 71 8
舗装の劣化、損傷 ※1 68 8

岸壁法線 凹凸、出入り 57 10
鋼材の腐食、亀裂、損傷 39 11
電気防食工 39 9
被覆防食工 17 10

移動 - 463 7
沈下 - 458 7

ケーソン コンクリートの劣化、損傷 410 7
上部工 コンクリートの劣化、損傷 481 7

損傷、亀裂 145 9
移動、散乱、沈下 147 9

施設全体の移動 - 494 6
施設全体の沈下 - 508 6

本体工（重力式） コンクリートの劣化、損傷 453 6
上部工 コンクリートの劣化、損傷 81 6

損傷、亀裂 72 7
移動、散乱、沈下 72 8

波返工 コンクリートの劣化、損傷 134 6

杭式桟橋 1263

エプロン

鋼管杭

重力式岸壁 2090
エプロン

護岸 18441

消波工

矢板式岸壁 1722

エプロン

鋼矢板等

防波堤 5843

消波工
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付録 C 部材とその点検診断項目の名称の対応 

 

維持管理情報 DB で登録が確認された部材名とその点検診断項目の名称の組み合わせについて、 【部材名】

を列挙し、続けて点検診断項目を箇条書きで示す。 

 

(a)杭式桟橋 

維持管理情報 DB で登録が確認された名称 本検討で設定した名称 

【上部工】、【上部工(下面部)(RC の場合)】、【本体

上部工 （下面 ・側面部）】、【本体上部工(上面部)】、

【上部工(下面部)(PC の場合)】、【上部工(上 ・側面

部)】 

・コンクリートの劣化、損傷 

・コンクリート又はアスファルトの劣化、損傷 

【上部工】 

・コンクリートの劣化、損傷 

【エプロン】、【エプロン(通常の場合)】 

・沈下、陥没 

・コンクリートの劣化、損傷 

・コンクリート又はアスファルトの劣化、損傷 

【エプロン】 

・沈下、陥没 

・コンクリート又はアスファルトの劣化、損傷 

【桟橋法線】 

・凹凸、出入り 

（左に同じ） 

【鋼管杭】、【本体下部工（鋼管杭）】 

・鋼材の腐食、亀裂、損傷 

・電気防食工 

・被覆防食工(ペトロラタム被覆) 

・被覆防食工(塗装) 

【鋼管杭】 

・鋼材の腐食、亀裂、損傷 

・電気防食工 

・被覆防食工 

【渡版】 

・本体の損傷、塗装 

（左に同じ） 

 

(b)重力式岸壁 

維持管理情報 DB で登録が確認された名称 本検討で設定した名称 

【上部工】、【本体上部工】、【上部工(側面部)】、【上

部工(無筋コンクリートの場合)】、【上部工(鉄筋コ

ンクリートの場合）】、【上部工(上 ・側面部)】、【上

部工(鉄筋コンクリートの場合)】、【上部工（側面

部）】 

・コンクリートの劣化、損傷 

・側壁の劣化、損傷 

【上部工】 

・コンクリートの劣化、損傷 
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【エプロン】、【エプロン （通常の場合）】、【エプロ

ン(通常の場合)】 

・沈下、陥没 

・沈下、陥没、コンクリートまたはアスファルトの

劣化 

・コンクリートまたはアスファルトの劣化、損傷 

・コンクリート又はアスファルトの劣化、損傷 

【エプロン】 

・沈下、陥没 

・コンクリート又はアスファルトの劣化、損傷 

【岸壁法線】 

・凹凸、出入り 

（左に同じ） 

【土留部(ケーソン、L 型ブロック)】、【ケーソン】 

・側壁の劣化、損傷 

【ケーソン】 

・側壁の劣化、損傷 

 

(c)矢板式岸壁 

維持管理情報 DB で登録が確認された名称 本検討で設定した名称 

【上部工】、【本体上部工】、【上部工(鉄筋コンクリ

ートの場合)】 

・コンクリートの劣化、損傷 

・コンクリートの劣化損傷 

【上部工】 

・コンクリートの劣化、損傷 

【エプロン】、【エプロン(通常の場合)】 

・沈下、陥没 

・陥没 ・吸出し、コンクリート又はアスファルトの

劣化損傷 

・コンクリートの劣化、損傷 

・コンクリート又はアスファルトの劣化、損傷' 

【エプロン】 

・沈下、陥没 

・コンクリート又はアスファルトの劣化、損傷 

【岸壁法線】、【桟橋法線】 

・凹凸、出入り 

【岸壁法線】 

・凹凸、出入り 

【鋼矢板等】、【本体下部工(鋼矢板)】、【本体下部工

（鋼矢板 ・被覆防食 ・海底地盤）】、【本体下部工 （鋼

矢板） ・海底地盤】、【土留部(鋼矢板等)】、【鋼管杭】 

・鋼材の腐食､亀裂､損傷･ｺﾝｸﾘｰﾄ被覆・洗掘､堆積 

・鋼材の腐食、亀裂、損傷・洗掘または堆積 

・鋼材の腐食、亀裂、損傷 

・電気防食工 

・被覆防食工(モルタル被覆) 

・被覆防食工(塗装) 

【鋼矢板等】 

・鋼材の腐食、亀裂、損傷 

・電気防食工 

・被覆防食工 
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(d)防波堤 ※点検診断項目の名称の設定なし 

維持管理情報 DB で登録が確認された名称 本検討で設定した名称 

【移動】、【施設全体の移動】 

※ 

【移動】 

※ 

【施設全体の沈下】、【沈下】 

※ 

【沈下】 

※ 

【ケーソン】 

・コンクリートの劣化、損傷 

・側壁の劣化、損傷 

【ケーソン】 

・コンクリートの劣化、損傷 

【上部工】、【上部工(鉄筋コンクリ－ト)】、【上部工

(鉄筋コンクリートの場合)】 

・コンクリートの劣化、損傷 

・側壁の劣化、損傷 

【上部工】 

・コンクリートの劣化、損傷 

【消波工】、【消波工（被覆工）】 

・損傷、欠損 

・移動、散乱、沈下 

【消波工】 

・損傷、亀裂 

・移動、散乱、沈下 

 

 

(e)護岸 ※点検診断項目の名称の設定なし 

維持管理情報 DB で登録が確認された名称 本検討で設定した名称 

【移動】、【施設全体の移動】 

※ 

【移動】 

※ 

【施設全体の沈下】、【沈下】 

※ 

【沈下】 

※ 

【本体工(重力式)】、【本体工(重力式)(RC の場

合)】、【本体工（重力式）】 

・コンクリートの劣化、損傷 

【本体工(重力式)】 

・コンクリートの劣化、損傷 

【本体上部工】、【上部工】、【上部工(無筋コンクリ

ートの場合)】、【上部工(鉄筋コンクリートの場

合）】、【上部工(上 ・側面部)】、【上部工(鉄筋コンク

リートの場合)】、【上部工(側面部)】 

・コンクリートの劣化、損傷 

【上部工】 

・コンクリートの劣化、損傷 

【消波工】 

・損傷、亀裂 

・損傷、欠損 

・移動、散乱、沈下 

【消波工】 

・損傷、亀裂 

・移動、散乱、沈下 
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【波返工(無筋の場合)】、【波返工 （無筋）】、【波返

工(RC の場合)】 

・コンクリートの劣化、損傷 

【波返工】 

・コンクリートの劣化、損傷 
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付録 D 各推定手法による遷移率の推定値の平均値・標準偏差 

 黄色の着色セルは標準偏差が 10%を超える項目を示す。 

 

d→c c→b b->a d→c c→b b->a
施設・構造形式 部材 点検診断項目 平均（%）標準偏差（%）平均（%）標準偏差（%）

上部工 コンクリートの劣化、損傷 2.67 1.71 1.54 0.69 9.79 1.28 2.60 21.36 0.93 0.98
沈下、陥没 3.39 2.61 1.72 1.01 13.79 10.12 2.61 25.91 25.82 0.98
コンクリート又はアスファルトの劣化、損傷 2.23 1.03 1.83 1.06 15.20 0.98 1.69 22.80 1.50 1.58

桟橋法線 凹凸、出入り 推定不可※2 推定不可※2 1.00 0.00 0.16 1.95 2.96 0.38 0.00 0.00
鋼材の腐食、亀裂、損傷 推定不可※2 推定不可※2 1.00 0.00 0.35 1.95 2.96 0.49 0.00 0.00
電気防食工※1
被覆防食工 1.52 推定不可※2 0.89 0.24 0.76 12.10 2.94 0.40 24.87 0.03

渡版 本体の損傷、塗装 6.67 推定不可※2 2.59 3.55 1.51 1.73 2.96 3.10 0.65 0.00
上部工 コンクリートの劣化、損傷 2.67 2.44 2.00 1.59 11.39 14.13 2.76 21.53 27.44 9.92

沈下、陥没 4.35 7.51 2.45 2.18 9.73 13.72 4.89 20.10 28.07 16.12
コンクリート又はアスファルトの劣化、損傷 3.12 3.93 2.19 1.56 9.61 2.63 3.60 20.51 8.19 9.78

岸壁法線 凹凸、出入り 1.01 1.70 1.12 1.16 2.85 2.08 2.71 11.46 3.34 0.83
ケーソン 側壁の劣化、損傷 2.96 3.08 1.47 1.16 4.48 4.04 3.80 16.09 14.09 9.69
上部工 コンクリートの劣化、損傷 3.33 2.24 3.59 5.12 25.43 8.15 4.08 27.60 19.84 5.98

沈下、陥没 5.08 6.47 2.04 1.74 7.28 11.75 5.02 18.41 23.87 13.87
コンクリート又はアスファルトの劣化、損傷 5.02 6.84 2.30 0.85 26.86 4.65 5.88 31.01 10.21 18.49

岸壁法線 凹凸、出入り 2.28 3.99 1.34 1.64 0.28 1.79 4.92 0.97 0.55 14.02
鋼材の腐食、亀裂、損傷 3.19 2.66 0.76 0.42 7.55 4.85 10.24 19.82 9.01 22.87
電気防食工※1
被覆防食工 3.63 3.68 1.26 1.52 9.80 1.50 10.42 23.93 0.86 26.92

移動 - 1.50 2.14 1.48 1.16 5.43 1.77 3.22 16.53 5.36 5.21
沈下 - 1.28 1.55 1.42 1.22 5.38 1.82 2.80 16.70 3.26 0.66

ケーソン コンクリートの劣化、損傷 2.79 5.53 1.58 1.24 5.07 2.87 3.77 16.54 9.81 8.71
上部工 コンクリートの劣化、損傷 3.03 3.11 2.63 1.68 18.83 8.58 2.81 26.90 21.65 8.66

損傷、亀裂 1.41 1.05 1.62 1.22 5.03 1.80 2.93 15.66 3.07 0.27
移動、散乱、沈下 2.55 3.30 1.35 0.86 4.31 3.95 3.48 14.68 12.16 5.48

施設全体の移動 - 1.85 2.56 1.43 1.39 2.92 2.82 3.18 11.87 9.21 5.40
施設全体の沈下 - 1.43 2.10 1.28 1.06 2.23 1.87 3.04 10.63 1.83 2.52

本体工（重力式） コンクリートの劣化、損傷 2.60 2.41 1.97 1.49 10.88 6.79 3.43 21.95 18.76 8.78
上部工 コンクリートの劣化、損傷 2.54 1.46 2.10 1.33 16.17 4.23 2.43 26.10 13.66 1.14

損傷、亀裂 1.00 0.91 1.13 0.78 2.22 1.74 4.47 11.16 0.61 12.13
移動、散乱、沈下 2.28 2.26 1.45 1.03 2.14 2.12 6.42 9.39 3.84 17.29

波返工 コンクリートの劣化、損傷 2.02 1.77 1.70 1.43 6.40 4.24 3.43 17.00 13.65 8.94

ハザードモデル

平均（%） 標準偏差（%）

※1：電気防食工は遷移率推定の対象外とした。
※2：「推定不可」は、遷移率を得た施設数が2未満のために、統計値が算出不可を意味する。

杭式桟橋

エプロン

近似的手法 最小二乗法

重力式岸壁

矢板式岸壁

防波堤

護岸

鋼管杭

消波工

消波工

鋼矢板等

エプロン

エプロン
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付録 E 部材毎の遷移率の推定値の分布 

         

(a)上部工                 (b)エプロン（沈下・陥没） 

 

     

 (c) エプロン（劣化・損傷※1）          (d)桟橋法線 

 

      

    (e)鋼管杭（腐食、亀裂、損傷）         (f)鋼管杭（被覆防食工） 
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(g)渡版 

 

図-1 杭式桟橋の部材の遷移率 

※1 「コンクリート又はアスファルトの劣化、損傷」 
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(a)上部工                 (b)エプロン（沈下・陥没）     

      

(c) エプロン（劣化・損傷※1）           (d)岸壁法線 

  

      (e)ケーソン 

図-2 重力式岸壁の部材の遷移率 

※1 「コンクリート又はアスファルトの劣化、損傷」 
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(a)上部工              (b)エプロン（沈下・陥没）     

     

(c) エプロン（劣化・損傷※1）           (d)岸壁法線 

    

(e)鋼矢板等（腐食、亀裂、損傷）        (f)鋼矢板等（被覆防食工） 

 

図-3 矢板式岸壁の部材の遷移率 

※1 「コンクリート又はアスファルトの劣化、損傷」 

※p=0.318 に 1施設あり 
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(a)移動                   (b)沈下          

      

(c)ケーソン                  (d)上部工 

    

      (e)消波工（損傷、亀裂）           (f)消波工（移動、散乱、沈下）  

 

図-4 防波堤の部材の遷移率 
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(a)施設全体の移動               (b) 施設全体の沈下      

 

          

(c)本体工（重力式）           (d)上部工（コンクリートの劣化、損傷）   

 

       

(e)消波工（損傷、亀裂）            (f)消波工（移動、散乱、沈下） 
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 (g)波返工 

図-5 護岸の部材の遷移率  
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付録 F 施設諸元に対する遷移率の分布 

＜建設終了年（杭式桟橋）＞ 

    

(a)上部工               (b)エプロン（沈下・陥没）        

 

 

(c) エプロン（劣化・損傷※1）              (d)桟橋法線  

                        

(e)鋼管杭（腐食、亀裂、損傷）           (f)鋼管杭（被覆防食工） 

NO DATA 

NO DATA 
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(g)渡版
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＜計画水深（杭式桟橋）＞ 

      

(a)上部工)                 (b)エプロン（沈下・陥没）     

 

 

(c) エプロン（劣化・損傷※1）           (d)桟橋法線        

 

                         

(e)鋼管杭（腐食、亀裂、損傷）          (f)鋼管杭（被覆防食工） 

NO DATA 

NO DATA 
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(g)渡版 

 

図-1 杭式桟橋の部材の遷移率と計画水深・建設終了年の関係 

※1 「コンクリート又はアスファルトの劣化、損傷」 
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＜建設終了年（重力式岸壁）＞ 

         

(a)上部工                 (b)エプロン（沈下・陥没）    

        

(c) エプロン（劣化・損傷※1）            (d)岸壁法線       

 

     (e)ケーソン 
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＜計画水深（重力式岸壁）＞ 

       

(a)上部工                 (b)エプロン（沈下・陥没）     

        

(c) エプロン（劣化・損傷※1）             (d)岸壁法線  

 

     (e)ケーソン 

図-2 重力式岸壁の部材の遷移率と計画水深・建設終了年の関係 

※1 「コンクリート又はアスファルトの劣化、損傷」 
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＜建設終了年（矢板式岸壁）＞ 

        

(a)上部工                (b)エプロン（沈下・陥没）     

      

(c) エプロン（劣化・損傷※1）             (d)岸壁法線   

      

 (e)鋼矢板等（腐食、亀裂、損傷）          (f)鋼矢板等（被覆防食工） 
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＜計画水深（矢板式岸壁）＞ 

      

(a)上部工                (b)エプロン（沈下・陥没）    

      

(c) エプロン（劣化・損傷※1）             (d)岸壁法線  

      

(e)鋼矢板等（腐食、亀裂、損傷）          (f)鋼矢板等（被覆防食工） 

図-3 矢板式岸壁の部材の遷移率と計画水深・建設終了年の関係 

※1 「コンクリート又はアスファルトの劣化、損傷」 
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＜建設終了年（防波堤）＞ 

       

(a)移動                     (b)沈下          

 

      

(c)ケーソン                     (d)上部工         

 

     

 (e)消波工（損傷、亀裂）           (f)消波工（移動、散乱、沈下） 
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＜施設延長（防波堤）＞ 

       

(a)移動                     (b)沈下             

     

(c)ケーソン                    (d)上部工 

      

    (e)消波工（損傷、亀裂）             (f)消波工（移動、散乱、沈下） 

 

図-4 防波堤の部材の遷移率と施設延長・建設終了年の関係 
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＜建設終了年（護岸）＞ 

        

(a)施設全体の移動                (b) 施設全体の沈下       

 

      

(c) 本体工（重力式）                (d) 上部工 

 

     

(e) 消波工（損傷、亀裂）          (f) 消波工（移動、散乱、沈下） 
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(g)波返工 

  



国総研資料 No.1314 

- 47 - 

＜施設延長（護岸）＞ 

        

(a)施設全体の移動               (b)施設全体の沈下        

      

(c)本体工（重力式）                  (d) 上部工 

     

 (e) 消波工（損傷、亀裂）           (f) 消波工（移動、散乱、沈下） 



維持管理情報データベースを活用した外郭施設・係留施設の劣化度の遷移率に関する検討 

/ 藤木 峻・辰巳大介・坂田憲治 

- 48 - 

 

(g)波返工 

 

図-5 護岸の部材の遷移率と施設延長・建設終了年の関係 
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付録 G 部材毎の残存年数の試算値（平均値・標準偏差） 

 

 

施設・構造形式 部材 点検診断項目 c b a c b a
上部工 コンクリートの劣化、損傷 28 84 146 10 30 52

沈下、陥没 9 43 89 5 27 55
コンクリート又はアスファルトの劣化、損傷 31 94 164 26 80 139

桟橋法線 凹凸、出入り 11 54 111 0 0 0
鋼材の腐食、亀裂、損傷 11 54 111 0 0 0
電気防食工※1
被覆防食工 44 135 236 18 56 98

渡版 本体の損傷、塗装 30 91 158 14 43 76
上部工 コンクリートの劣化、損傷 35 108 188 38 116 202

沈下、陥没 14 70 145 17 83 172
コンクリート又はアスファルトの劣化、損傷 32 97 168 34 105 183

岸壁法線 凹凸、出入り 21 106 219 19 96 198
ケーソン 側壁の劣化、損傷 13 65 135 11 54 112
上部工 コンクリートの劣化、損傷 22 68 119 31 94 164

沈下、陥没 9 46 95 8 39 81
コンクリート又はアスファルトの劣化、損傷 22 66 115 23 71 123

岸壁法線 凹凸、出入り 26 128 265 26 133 275
鋼材の腐食、亀裂、損傷 17 83 171 14 71 147
電気防食工※1
被覆防食工 35 107 187 33 99 172

移動 - 14 68 140 12 58 120
沈下 - 44 135 235 35 108 188

ケーソン コンクリートの劣化、損傷 13 66 136 14 71 148
上部工 コンクリートの劣化、損傷 22 67 116 21 65 113

損傷、亀裂 37 112 195 30 91 159
移動、散乱、沈下 42 130 226 37 113 197

施設全体の移動 - 13 63 130 11 58 119
施設全体の沈下 - 13 65 134 12 59 122

本体工（重力式） コンクリートの劣化、損傷 30 90 157 22 68 118
上部工 コンクリートの劣化、損傷 25 77 134 14 43 75

損傷、亀裂 47 144 251 39 120 210
移動、散乱、沈下 29 88 153 12 37 64

波返工 コンクリートの劣化、損傷 10 46 96 6 29 59

防波堤

消波工

護岸

消波工

部材毎の残存年数の試算値
平均（年） 標準偏差（年）

※1：電気防食工は残存年数の試算の対象外とした。

杭式桟橋

エプロン

鋼管杭

重力式岸壁
エプロン

矢板式岸壁

エプロン

鋼矢板等
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